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1.背景と目的 

本研究は,建築物解体現場の周辺環境と敷地

内のオープンスペースが,解体工法選定に及ぼ

す要因と,排出される建設副産物排出量との関

係性の解明を目的としたものである. 

建設リサイクル法制定に伴い,解体工事現場

では分別解体が徹底され,建設副産物排出量は

減少しており,中でも分別処理に手間とコスト

が掛かる建設副産物である混合廃棄物の全国

の総排出量の減少は著しい.
1)

 

しかし,最終処分場の枯渇が進行し,中間処理

及び最終処理コストの上昇が予想されており
2)

,分別解体と混合廃棄物は相互関係にあるこ

とから,さらに解体現場での適正な建設副産物

分別処理が求められている. 

研究的側面においては,小川ら 3)の構造別建

設副産物の排出量と再資源化率を算出し,再資

源化への処理性質を明らかにする研究や,名知

ら 4)の建築プロセスの施工段階において,混合

廃棄物の排出量の削減対策についての研究な

ど,建築生産現場及び解体工事現場の建設副産

物の排出量を算出している報告がある. 

混合廃棄物の排出量を増減させる要因は解

体工法にあると考えられる.解体工法選定時に

オープンスペースと周辺環境を考慮すること

から,解体現場内及び,周辺環境により混合廃棄

物排出量は左右されると考えられる.  

建設副産物の排出量に関する研究がされて

いても,建設副産物排出量を左右するであろう

解体工法,解体現場内のオープンスペースと現

場周辺環境を含めた,建設副産物排出量の相互

関係を研究した事例は少ない. 

本研究では,千葉県で施工された解体事例現

場をケーススタディーとして,事例現場ごとに

建設副産物排出量原単位を求め,オープンスペ

ースと現場周辺環境を分析し,解体工法による

建設副産物の排出特性を解明する. 

 

2.研究方法 

2-1.研究対象領域 

調査対象地として,千葉県において解体された5

つの建築解体現場を対象とした(表1). 

 

 

 

表 1 事例現場慨要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 事例現場ごとの建設副産物排出量と割合 

 

 

 

 

 

 

表 3 事例現場ごとの建設副産物排出量原単位 

 

 

 

 

 

 

2-2.分析方法 

 本研究では,4 つの事例現場の産業廃棄物管

理票(以下:マニフェスト伝票)1220 枚と解体業

者へのヒアリング調査をもとに,事例現場ごと

の建物慨要,解体工程,工期内に排出された建設

副産建設副産物排出量を建設副産物品目ごと

に抽出した(表 2). 事例現場ごとの延床面積で

建設副産物排出量を割り,建設副産物原単位量

をもとめ(表 3),オープンスペース及び解体工法

を比較要素とした.またそれぞれの事例現場住

所から,ArcGISを用いて基盤地図情報データ5)の地図

上に事例現場所在地をプロットし, 50m 間隔で

最大 200m 範囲にある建築面積を算出,またゼ

ンリン住宅地図とグーグルマップを用いて建

物用途分けを事例現場ごとに行った.建物規模,

周辺環境,解体工法から建設副産物の排出特性

を考察した. 
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事例現場A 事例現場B 事例現場C 事例現場D 事例現場E
がれき類 4131.42（96.33） 918.34（84.99） 1269.70（93.08） 1228.40(88.53) 3137.60(92.54) 
ボード類 40.00（0.93） 35.50（3.29） 15.00（1.10） 6.00(0.43) 0.00(0.00)
ガラス・陶磁器くず 1.00（0.02） 1.00（0.09） 0.00(0.00) 17.50(1.26) 0.00(0.00)
廃プラスチック類 2.80（0.07） 7.00（0.65） 4.90（0.36） 0.00(0.00) 12.25(0.36)
繊維くず 0.84（0.02） 0.42（0.04） 6.30（0.46） 0.00(0.00) 14.90(0.44)
木くず 72.05（1.68） 75.35（6.97） 68.20（5.00） 113.85(8.21) 196.90(5.81)
混合廃棄物 31.51（0.73） 23.27（2.15） 0.00(0.00) 20.30(1.46) 28.00(0.83)
廃石綿 3.99（0.09） 19.65（1.82） 0.00(0.00) 1.50(0.11) 0.75(0.02)
汚泥 5.07（0.12） 0.00(0.00) 0.00(0.00) 0.00(0.00) 0.00(0.00)
合計 4288.68(100.00) 1080.53(100.00) 1364.1(100.00) 1387.55(100.00) 3390.40(100.00)

建設副産物品目
建設副産物排出量【ｔ（%）】

排出量原単位(㎏/㎡) 事例現場A 事例現場B 事例現場C 事例現場D 事例現場E
がれき類 1138.91 499.53 1150.84 1529.76 1333.79
ボード類 11.03 19.31 13.60 7.47 0.00
ガラス・陶磁器くず 0.28 0.54 0.00 21.79 0.00
廃プラスチック類 0.77 3.81 4.44 0.00 5.21
繊維くず 0.23 0.23 5.71 0.00 6.33
木くず 19.86 40.99 61.82 141.78 83.70
混合廃棄物 8.69 12.66 0.00 25.28 11.90
廃石綿 1.10 10.69 0.00 1.87 0.32
汚泥 1.40 0.00 0.00 0.00 0.00

事例現場名 事例現場A 事例現場B 事例現場C 事例現場D 事例現場E
使用用途 多目的施設 オフィス 住宅 教育施設 宿舎
構造 RC SRC S(B1)　S(B2) RC S RC
建築面積（㎡） 708.66 192.15(B1)49.50(B2) 275.82 369.71 620.00

延べ床面積（㎡） 3627.52
1838.39

1678.97(B1)159.42(B2)
1103.28 803.00 2352.40

敷地面積(㎡) 1184.85 1202.27(B1)292.60(B2) 1391.29 1767.95 4005.80
オープンスペース(㎡) 476.19 1010.12(B1)243.1(B2) 1115.47 964.95 1653.40
オープンスペース(%) 40.19% 84.42%(B1)83.08(B2) 80.18% 54.58% 41.28%
建ぺい率(%) 59.81 15.98(B1)16.92(B2) 19.82 20.91 15.48
容積率(%) 306.16 139.65(B1)54.48(B2) 79.30 45.42 58.72
最高部高さ(mm) 31140.00 29620.00(B1)12160.00(B2) 11950.00 4960.00 14200.00

建物規模 大規模建築物
大規模建築物(B1)
小規模建築(B2)

中規模建築物 小規模建築物 大規模建築物

階数
地上6階,地下1

階,塔屋3階
地上8階,地下1階(B1)

地上3階(B2)
地上4階 1階

地上5階
地上4階
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図 1 事例現場 A の周辺環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 事例現場 C の周辺環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 事例現場 E の周辺環境 

3.調査結果 

3-1.事例現場ごとの周辺環境 

事例現場ごとの周辺環境を図 1 から図 5 に

示す.また,周辺建築面積を表 4 に,50m 範囲の

周辺建築面積を表 5に示す. 

解体業者へのヒアリング調査結果から,解体

現場周辺 50m が解体工事計画をするときの対

象地域になると分かった. 事例現場 A,B の現

場周辺の建物用途は,公共公益施設や商業・業

務施設の割合が多く,事例現場 C,D,E は住宅地

の割合が多い.周辺環境を大きく分類すると,  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 事例現場 B の周辺環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 事例現場 D の周辺環境 

表 4 事例現場ごとの周辺建築面積 

 

 

 

 

 

表 5 事例現場ごとの 50m 範囲の周辺建物用途 

 

 

 

 

 

事例現場 A,B はオフィス街であり,C は漁港

であり,D,E は住宅街となっている.事例現場の 

50m 周辺建築面積は,事例現場 A の 2515.00 ㎡

が最も大きい.そのことから,密集した環境での

解体工事になったと考えられる.周辺建物用途

を見ると警察署や病院が多い.また現場の前面

道路は,20m 程ある主要地方道となっている.全

事例現場前面道路は,4m 以上あり比較的運搬車

両の搬出入が容易である環境と考えられる.混

合廃棄物排出量原単位と合せて見ると,事例現

場 D が最も大きく,50m 周辺建築面積が大きい

現場は比較的に混合廃棄物が多く排出されて 

公共公益施設 

公共公益施設 

商業・業務施設 
住宅 
寺・宗教施設 

公共公益施設 
商業・業務施設 
住宅 

公共公益施設 
商業・業務施設 

公共公益施設 

事例現場 事例現場A 事例現場B 事例現場C 事例現場D 事例現場E
200m周辺建築面積(㎡) 31665.00 60169.00 6174.00 33852.00 38329.00
20０m周辺建築面積(%) 25.21 47.91 4.92 13.48 15.26
150m周辺建築面積(㎡) 18341.00 31895.00 2987.00 20600.00 21683.00
150m周辺建築面積(%) 25.96 45.15 4.23 14.58 15.35
100m周辺建築面積(㎡) 8600.00 10931.00 1692.00 5289.00 5350.00
100m周辺建築面積(%) 27.39 34.81 5.39 16.84 17.04
50m周辺建築面積(㎡) 2515.00 1650.00 437.00 1784.00 1212.50
5０m周辺建築面積(%) 32.39 21.02 5.57 22.73 15.45

事例現場 事例現場A 事例現場B 事例現場C 事例現場D 事例現場E
公共公益施設(㎡) 1726.00 0.00 0.00 77.00 0.00
公共公益施設(%) 68.63 0.00 0.00 0.04 0.00
商業・業務施設(㎡) 335.00 526.00 0.00 0.00 152.00
商業・業務施設(%) 13.32 31.88 0.00 0.00 12.54
住宅地(㎡) 181.00 102.00 437.00 1226.00 584.00
住宅地(%) 7.20 6.18 100.00 68.72 48.16
不明(㎡) 273.00 1022.00 0.00 481.00 476.50
不明(%) 10.85 61.94 0.00 26.96 39.30

住宅 

商業・業務施設 
住宅 
寺・宗教施設 

商業・業務施設 
住宅 
寺・宗教施設 
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いるといえる. 現場周辺の建物用途が解体現場

への影響を与える影響は,商店,サービス業など

であれば解体時の騒音や粉じんを抑えるため

解体工法を選定しなければならない.また周辺

の道路状況も重要で,運搬経路の確保,運搬車の

大きさ選定,待機場所などを確保するため,工期

や運搬車両に影響を多々与えていると考えら

れる. 

3-2.事例現場ごとの解体工法 

解体工法を選定する際, 4 つの建物条件に分

類する事が出来る. 

 

タイプ A :建築物が高層で,敷地に余裕が無い. 

タイプ B:建築物が高層で,敷地に余裕がある. 

タイプ C:建築物が低層で,敷地に余裕が無い. 

タイプ D:建築物が低層で,敷地に余裕がある. 

 

 建物の階数が 6 階以上を高層とし,オープン

スペース率が 50%以上を敷地に余裕があるとし

て,事例現場をタイプ別に分類すると表 6 のよ

うになる.  

解体工法は,圧砕工法と転倒工法がそれぞれ

の現場で,1 種類か 2 種類の組み合わせで選定

されている. 

圧砕工法は,圧砕機を用いて解体する工法で,

特徴は適用性が大きく,施工能率が良い.また

解体した塊の大きさを小さくできる.騒音,振

動も小さく汎用性が高い.欠点としては,足場

の確保や粉じんが飛散するのを防ぐため散水

が重要となる. 

転倒工法は,外壁などをブレーカなどで 1～2

スパンで足下の縁切りをし,転倒解体する.施

工能率が良いが,騒音が大きく,引き倒し後は

まだ破砕されていないので,解体場内か中間処

理場での 2次破砕が必要となる. 

圧砕工法と転倒工法を組み合わせている工

法は,振動を低減する工法であり,都市での解

体工事では多く選定される.圧砕機で柱や梁な

ど内部を解体し,最後に外周壁を内側に引き倒

す工法で,騒音,振動,粉じん防止の検討が必要

である.事例現場 A,B,C がこの解体工法を選定

して 

おり,事例現場 A,Bは都市型の環境である事 

 

 

 

 

 

 

 

に対し,事例現場 C は漁港となっている.事例現

場 C はオープンスペースが広くあり,転倒工法

によって解体されたスパンごとのコンクリー

ト塊を二次処理するスペースが多くあるから

だと考えられる. 

4 つのタイプの建物条件の特性を考察してみ

ると,タイプ A は,重機を解体対象物の屋上に解

体重機を揚重し下階へ圧砕解体していく階上

解体を選定する傾向が見られる.オープンスペ

ースが少なく,高層ビルを解体するための重機

は広いスペースを必要とすることや,現場周辺

環境もスペースが少ない都市型が多いとも考

えられ,重機を対象の建築物の屋上に揚重せざ

るを得ない.そのため,長期化する解体工期や建

設副産物排出量抑制のため,事例現場 A では複

数の解体工法を組み合わせ,施工能率や経済性

を上げている事が分かる. 

 タイプ B は,タイプ A と違い敷地面積に余裕

があり,広いスペースを必要とする解体重機を

解体で使用する事が出来る.事例現場 B は 8 階

建ての高層ビルだが,広いオープンスペースが

あるため地上解体での工事を行っている. 

 タイプ C は,オープンスペースが少なく,現場

内再利用が難しいと考えられる.事例現場 E は

S 造であり,床耐性が低いと考えられ,地上解体

を行っていると考えられる.また,S 造でありな

がらも,がれき類の排出量は多いという事は,現

場内再利用が難しい敷地内状況であると考え

られる.現場内再利用をする場合は,コンクリー

ト塊などを破砕するため広いオープンスペー

スが必要であり,破砕したコンクリート塊を敷

き均す,又は埋めるスペースが無ければ行う事

が出来ない.事例現場 C は圧砕工法をされてい

ることから,他人に有償売却できる性状のコン

クリート塊を作る事が出来ると考えられるが
6)

,現場再利用ができるオープンスペースが無

いため現場外へ排出されたと考えられる. 

事例現場 A も同じ傾向が見られる. 

 タイプ D は,敷地利用をフルに活用した解体

工法が選定できると考えられる.理由として,タ

イプ D である事例現場 C,D はコンクリート塊

の 2 次破砕を必要とする転倒工法を選定して

いた. 

事例現場名 事例現場A 事例現場B 事例現場C 事例現場D 事例現場E
建物条件 タイプA タイプB タイプD タイプD タイプC
解体工法 転倒工法、圧砕工法 転倒工法、圧砕工法 転倒工法、圧砕工法 転倒工法 圧砕工法
解体形式 破砕解体 破砕解体 破砕解体 破砕解体 破砕解体
解体方式 階上解体 地上解体 地上解体 地上解体 地上解体
工期(カ月) 6 4 3 2 4

表 6 事例現場ごとの 50m 範囲の周辺建物用途 

 

― 719 ―



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし,事例現場 C,D の混合廃棄物の排出量

に大きな差がみられた.原因として,事例現場 C

は漁港にあり,事例現場 D は住宅地にあること

が関係していると考えられる.文献 7)から把握

した工法は 10 種類あるが,5 つの事例現場では

2 種類のみ選定されていた. 

 

4.考察  

4-1.建設副産物排出量と周辺環境,オープンス

ペースとの関係性 

 本研究では,解体現場の周辺環境及び現場内

のオープンスペースに着目した.まず周辺環境

により解体工法は大きく左右される.選定され

た解体工法により建設副産物の排出量原単位

は変化すると予測していたが,オープンスペー

スが最も影響を与えている事が分かった.特に

がれき類の排出量は,オープンスペースが広け

れば抑えられる事が分かり(図 6)現場内再利用

及び二次破砕処理ができるかによって運搬車

両にも影響が大きく表れる. 

 周辺環境が密集している解体現場ほど混合

廃棄物の排出量は多い傾向がある .事例現場

B,D のように比較的広いオープンスペースを

有している現場は,分別場所が多く取れ,混合廃

棄物排出量原単位は減少すると予想していた

が,混合廃棄物の排出量原単位は少なくなかっ

た.つまり,現場外の周辺環境により混合廃棄物

排出量は左右され,オープンスペースは工期や

コンクリート塊の排出量を大きく左右すると

考えられる. 

4-2.今後の課題 

混合廃棄物の排出特性を解明するため,現場

内での建設副産物の分別形態が分かる詳細な

データを比較する必要がある. 事例現場 D は,  

小規模な施設にも関わらず,最も混合廃棄物排 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出量原単位が多かった. 

解体業者へ調査に行きそこから得たマニフ

ェストデータ及び工事慨要には,分別方法や分

別形態を詳細に書かれた物は無い.建設副産物

の置き場所,特に混合廃棄物の排出を左右する

内装解体時の保管方法や具体的な分別道具や

数量を調査し,分析しなければならない.それに

合わせ現場外の周辺環境,道路も含め分析を進

め,建設副産物排出量を左右する要素の分析,解

明を今後は進める. 
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